
建築計画概要書 作成上の注意点(記入例）

【はじめに】

建築計画概要書は、建築確認申請書類の一部として、記載事項は建築確認における設計図書等

と整合しなければなりません。また、建築確認済証交付後は長期保存され、一般閲覧に供される

重要書類となります。

建築確認における記載上の注意事項及び記載例につきましては、下記を参考いただきますよう、

お願いいたします。

【注意事項（共通）】

・記入事項を訂正する場合、訂正印、修正テープ等は使用しないでください。

・確認申請書の記入事項と不整合がないようご確認ください。建築確認申請の審査段階で図面等

の修正等をされる場合には、建築計画概要書の修正等もあわせて行うようお願いします。

宮崎市 建築行政課

令和6年10月31日



第三号様式（第一条の三、第三条、第三条の三、第三条の四、第三条の七、第三条の十、

第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

建築計画概要書（第一面）

建築主等の概要

【1.建築主】

【イ.氏名のフリガナ】 ミヤザキ イチロウ

【ロ.氏名】 宮崎 一郎

【ハ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ニ.住所】宮崎県宮崎市○○○町○○○番

【2.代理者】

【イ.資格】（ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第 ○○○○ 号

【ロ.氏名】 建築 次郎

【ハ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ ○○県 ）知事登録第 ○○○○号

建築次郎一級建築士事務所

【ニ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ホ.所在地】○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ヘ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【3.設計者】

（代表となる設計者）

【イ.資格】（ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第 ○○○○ 号

【ロ.氏名】 建築 次郎

【ハ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ ○○県 ）知事登録第 ○○○○号

建築次郎一級建築士事務所

【ニ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ホ.所在地】○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ヘ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ト.作成又は確認した設計図書】意匠図、構造図

（その他の設計者）

【イ.資格】（ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第 ○○○○ 号

【ロ.氏名】 建築 意匠

【ハ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ ○○県 ）知事登録第 ○○○○号

建築意匠一級建築士事務所

【ニ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ホ.所在地】○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ヘ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ト.作成又は確認した設計図書】意匠図

【イ.資格】（ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第 ○○○○ 号

【ロ.氏名】 建築 構造

【ハ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ ○○県 ）知事登録第 ○○○○号

建築構造一級建築士事務所

【ニ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ホ.所在地】○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ヘ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ト.作成又は確認した設計図書】構造図、構造計算書

【イ.資格】（ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第 ○○○○ 号

【ロ.氏名】 建築 設備

【ハ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ ○○県 ）知事登録第 ○○○○号

建築設備一級建築士事務所

【ニ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ホ.所在地】○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ヘ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ト.作成又は確認した設計図書】設備図

①複数の建築主がいる場合

は、別紙（追加の建築主）に記

入してください。

③建築士の種別（一級・二級・

木造）、交付者（大臣・県知事）

及び登録番号を記入してくださ

い。

④設計に関与した設計者は、全

て記入してください。

⑥設計者が関与した設計図書

の名称を記入してください。

一人で全ての設計図書を作成

した場合は「確認申請に添付す

る設計図書一式」と記入してく

ださい。

⑤登録を受けた建築士事務所

名、所在地を記入してください。

※建築士事務所登録の更新を

行った場合、最新の登録番号

等を記入してください。

⑦設計に関与した全ての設計

者について記入してください。

⑧建築士の資格として、構造又

は設備設計一級建築士の資格

を記入しないでください。

（次頁に記入するようになって

います。）

⑨その他の設計者において、作

成又は法適合性を確認した図

書を記入してください。

※「申請図面一式」と記載しな

いようご注意ください

① ②

③

④

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

②電話番号の記入は不要で

す。



（構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者）

上記の設計者のうち、

■建築士法第20条の２第１項の表示をした者

【イ.氏名】建築 構造

【ロ.資格】構造設計一級建築士交付第 ○○○○○ 号

□建築士法第20条の２第３項の表示をした者

【イ.氏名】

【ロ.資格】構造設計一級建築士交付第 ○○○○○ 号

■建築士法第20条の３第１項の表示をした者

【イ.氏名】建築 設備

【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第 ○○○○○ 号

【イ.氏名】

【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ.氏名】

【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第 号

□建築士法第20条の３第３項の表示をした者

【イ.氏名】

【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ.氏名】

【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ.氏名】

【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第 号

【4.建築設備の設計に関し意見を聴いた者】

（代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

【イ.氏名】 建築 給排水

【ロ.勤務先】建築給排水一級建築士事務所

【ハ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ニ.所在地】 ○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ホ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ヘ.登録番号】建築設備士 ○○○○

【ト.意見を聴いた設計図書】給排水図

（その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

【イ.氏名】 建築 電機

【ロ.勤務先】建築電機一級建築士事務所

【ハ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ニ.所在地】 ○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ホ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ヘ.登録番号】建築設備士 ○○○○

【ト.意見を聴いた設計図書】電気図

【イ.氏名】

【ロ.勤務先】

【ハ.郵便番号】

【ニ.所在地】

【ホ.電話番号】

【ヘ.登録番号】

【ト.意見を聴いた設計図書】

【イ.氏名】

【ロ.勤務先】

【ハ.郵便番号】

【ニ.所在地】

【ホ.電話番号】

【ヘ.登録番号】

【ト.意見を聴いた設計図書】

⑩第 1 項は構造（設備）設計

一級建築士自身が設計を行っ

た場合、第 3 項は構造（設備）

設計一級建築士が法適合確認

のみを行なった場合に記入して

ください。

なお、建築士法の規定によらず
⑪構造設計一級建築士に関す

る事項を記入してください。

⑫設備設計一級建築士に関す

る事項を記入してください。

⑬建築設備士に意見を聴いた

場合に記入してください。

※建築設備士の資格を有しな

い者については、記入しないで

ください。

⑭意見を聴いた設計図書欄

は、図面名称又は図面番号を

記入してください。

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭



【5.工事監理者】

（代表となる工事監理者）

【イ.資格】（ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第 ○○○○ 号

【ロ.氏名】 建築 次郎

【ハ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ ○○県 ）知事登録第 ○○○○号

建築次郎一級建築士事務所

【ニ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ホ.所在地】○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ヘ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【ト.工事と照合する設計図書】設計図書一式

（その他の工事監理者）

【イ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ロ.氏名】

【ハ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ.郵便番号】

【ホ.所在地】

【ヘ.電話番号】

【ト.工事と照合する設計図書】

【イ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ロ.氏名】

【ハ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ニ.郵便番号】

【ホ.所在地】

【ヘ.電話番号】

【ト.工事と照合する設計図書】

【6.工事施工者】

【イ.氏名】 代表取締役 宮崎三郎

【ロ.営業所名】 建設業の許可( ○○県知事 )（般‐６）第○○○○○○号

宮崎三郎建設株式会社

【ハ.郵便番号】○○○‐○○○○

【ニ.所在地】 ○○県○○○市○○○丁目○番○号

【ホ.電話番号】○○○‐○○○○‐○○○○

【7.備考】ミヤザキイチロウテイシンチクコウジ

宮崎一郎邸新築工事

⑮工事監理者が決まっていな

い場合は「未定」と記入。

工事監理者決定後は、速やか

に「工事施工者等選定(変更)

届出書（第二号様式）」をご提

出ください。

なお、構造・規模により、工事監

理者が決まっていなければ、着

工できない場合がございますの

でご注意ください。

⑯監理に関与する工事監理者

は全て記入してください。

⑰工事施工者が決まっていな

い場合は「未定」と記入。

工事施工者決定後は、速やか

に「工事施工者等選定(変更)

届出書（第二号様式）」をご提

出ください。

工事施工者が複数の場合（JV

や棟別に異なる場合等）は、代

表となる工事施工者を記入し、

別紙に「その他の工事施工者」

を記載してください。

⑱施工者が法人の場合、代表

者の役職及び氏名を記入して

ください。

⑲建設業許可の最新の許可番

号（大臣・県知事）（特・般）を

記入してください。

※5年毎の更新が必要です。

⑳建設業の許可を受けた営業

所名を記入してください。

㉑建築物の名称又は工事名を

記入してください。

⑮ ⑯

⑰
⑱

⑲
⑳

㉑



建築計画概要書（第二面）

建築物及びその敷地に関する事項

【1.地名地番】宮崎県宮崎市○○○町○○○番

【2.住居表示】宮崎県宮崎市○○○町○番○号

【3.都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】

■都市計画区域内（■市街化区域 □市街化調整区域 □区域区分非設定）

□準都市計画区域内 □都市計画区域及び準都市計画区域外

【4.防火地域】 □防火地域 □準防火地域 ■指定なし

【5.その他の区域、地域、地区又は街区】法第２２条区域

【6.道路】

【イ.幅員】4.000ｍ

【ロ.敷地と接している部分の長さ】○○○ｍ

【7.敷地面積】

【イ.敷地面積】 (1)( 230.00㎡ )( )( )( )

(2)( )( )( )( )

【ロ.用途地域等】 ( 第一種住居 )( )( )( )

【ハ.建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】

( 160.00％ )( )( )( )

【ニ.建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建蔽率】

( 60.00％ )( )( )( )

【ホ.敷地面積の合計】 (1)230.00㎡

(2)

【ヘ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】160.00％

【ト.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 70.00％

【チ.備考】角地による建蔽率

【8.主要用途】 (区分08010 )一戸建ての住宅

【9.工事種別】

■新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替

【10.建築面積】 (申請部分 )(申請以外の部分 )(合計 )

【イ.建築物全体】 ( 70.00㎡ )( )( 70.00㎡ )

【ロ.建蔽率の算定の基礎となる建築面積】

( 70.00㎡ )( )( 70.00㎡ )

【ハ.建蔽率】30.44％

【11.延べ面積】 (申請部分 )(申請以外の部分 )(合計 )

【イ.建築物全体】 ( 70.00㎡ )( )( 70.00㎡ )

【ロ.地階の住宅又は老人ホーム等の部分】

( )( )( )

【ハ.エレベーターの昇降路の部分】

( )( )( )

【ニ.共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】

( )( )( )

【ホ.認定機械室等の部分】( )( )( )

【ヘ.自動車車庫等の部分】( )( )( )

【ト.備蓄倉庫の部分】 ( )( )( )

【チ.蓄電池の設置部分】 ( )( )( )

【リ.自家発電設備の設置部分】

( )( )( )

【ヌ.貯水槽の設置部分】 ( )( )( )

①地名地番を正確に記入して

ください。事前に許可等を受け

ている場合は許可書等の地名

地番との整合性をご確認の上

記入ください。※土地区画整理

事業地内では、「底地」「仮換

地」「保留地」を記載ください。

②住居表示が定まっている場

合は記入してください。

③上記【３】、【４】欄以外の地

域等を記入してください。

(例）法第 22 条区域、地区計

画、臨港地区、建築協定、災害

危険区域、土砂災害特別警戒

区域、最低敷地制限、風致地区

④【イ】建築物の敷地が２ｍ以

上接する道路のうち「最大の幅

員」を記載してください。

※法第４２条第２項道路の場

合、４ｍと記入。 （法第４３条

第 2 項による許可又は認定の

場合は通路・空地幅を記入）

【ロ】イの道路の接道長さを記

入してください

⑥第１項及び第２項による容積

率のうち、小さい数値を記入し

てください。

例：（１項）指定容積率 ２００％

（２項）４ｍ×４／１０

→１６０％を記入

⑦実際に建築可能な数値を記

入してください。

緩和適用後の数値を記入。

⑧緩和理由を記入してくださ

い。『角地による建蔽率』、『準

防火地域内の耐火建築物によ

る建蔽率』など）

⑨用途番号を記入した上で、敷

地全体の主要用途を具体的に

記入してください。また、敷地内

に複数の建築物があり、申請部

分の用途が主要用途と異なる

場合は、主要用途の後に、（）書

きで記入してください。

＜記載例＞
(区分 08450)和食料理専門店

（区分 08080）小学校（体育館）

①

②

③

④

⑥

⑦
⑧

⑨ ⑩

⑬

⑤敷地の用途地域等を記載く

ださい。指定のない場合、「指

定なし」と記載してください。

⑤

⑩主要用途で、「その他」を選択した場合、具体的な用途を記入してください。

⑪面積は小数点以下第 3位を切捨てた数値を記入してください。

⑪

⑪
⑫

⑫建蔽率、容積率は小数点以下第 3位を切上げた数値を記入してください。



【ル.宅配ボックスの設置部分】

( )( )( )

【ヲ.その他の不算入部分】( )( )( )

【ワ.住宅の部分】 ( 70.00㎡ )( )( 70.00㎡ )

【カ.老人ホーム等の部分】( )( )( )

【ヨ.延べ面積】 70.00㎡

【タ.容積率】 30.44％

【12.建築物の数】

【イ.申請に係る建築物の数】 1

【ロ.同一敷地内の他の建築物の数】0

【13.建築物の高さ等】 (申請に係る建築物)(他の建築物 )

【イ.最高の高さ】 ( 7.00ｍ )( )

【ロ.階数】 地上 ( 1 )( )

地下 ( )( )

【ハ.構造】 木造 一部 造

【ニ.建築基準法第56条第７項の規定による特例の適用の有無】 □有 ■無

【ホ.適用があるときは、特例の区分】

□道路高さ制限不適用 □隣地高さ制限不適用 □北側高さ制限不適用

【14.許可・認定等】

【15.工事着手予定年月日】 令和○年 ○月 ○日

【16.工事完了予定年月日】 令和○年 ○月 ○日

【17.特定工程工事終了予定年月日】 （特定工程）

（第 回） 年 月 日 （ ）

（第 回） 年 月 日 （ ）

（第 回） 年 月 日 （ ）

【18. 建築基準法第12条第１項の規定による調査の要否】

□要 ■否

【19.建築基準法第12条第3項の規定による検査を要する防火設備の有無】

□有 ■無

【20.その他必要な事項】

⑬対象となる場合は必ず記入

してください。

⑭申請に係る棟数を記入してく

ださい。 建築物の数は、10 ㎡

以内のものはカウントしません。

ただし、建築面積、延べ面積に

は含めてください。

又、10 ㎡以内の建築物の概

要は【２０.その他必要な事項】

に記入してください。

⑮別棟増築の場合は、敷地内

の他の既存建築物（複数ある

場合は最大のもの）を忘れずに

記入してください。

⑯敷地内の建築物の主たる用

途の構造について記入してくだ

さい。 なお、申請部分の構造が

敷地内の建築物の主たる用途

の構造と異なる場合には、主た

る用途の構造の後に、（）書き

で記入してください。

例：木造住宅のある敷地に別

棟で鉄骨造の車庫を増築する

場合⇒ 木造（鉄骨造）

⑲その他必要な事項について

記入してください。

（記入例）

・10 ㎡以内の建物がある場合

は、建築物名（物置等）・面積を

記入してください。

・法第86条の 7の適用がある

場合、既存不適格事項を記入く

ださい。

・計画変更の場合、その他必要

な事項が記入できない場合は、

別紙で添付してください。

※記載事項が多く、記載出来

ない場合は別紙で添付してくだ

さい。

⑰許可・認定等について記入してくださ

い。

（記入例）

都市計画法第 29条許可 番号 年月日

都市計画法第 43条許可 番号 年月日

都市計画法第 53条許可 番号 年月日

建築基準法第 43条許可 番号 年月日

建築基準法第 85条許可 番号 年月日

水路占用許可 番号 年月日 など

⑱特定工程がない場合は、「なし」と記入し

てください。 回数と特定工程名を忘れずに

記入してください。

＜木造＞

屋根の小屋組工事及び構造耐力上主要な

軸組工事（枠組壁工法等は耐力壁の工事

等）

＜鉄骨造＞

１階の鉄骨その他の構造部材の建て方工事

＜鉄筋コンクリート造＞

２階の床（階数が１の建築物にあっては屋

根）及びこれを支持するはりに鉄筋を配置

する工事

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑬

⑫



建築計画概要書（第三面）

付近見取図

別紙による

配置図

別紙による

（注意）

１．第一面及び第二面関係

① これらは第二号様式の第二面及び第三面の写しに代えることができます。この場合には、最上段に「建築計画概

要書（第一面）」及び「建築計画概要書（第二面）」と明示し、18欄の事項を第二号様式の第三面の写しの19欄に

記載してください。

② 第一面の５欄及び６欄は、それぞれ工事監理者又は工事施工者が未定のときは、後で定まつてから工事着手前に

届け出てください。この場合には、特定行政庁が届出のあつた旨を明示した上で記入します。

２．第三面関係

① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物を明示してください。

② 配置図には、縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、申請に係る建築物と他の建築物との別並

びに敷地の接する道路の位置及び幅員を明示してください。



【 付近見取図 記入事項チェックリスト 】 ※下記の点に注意して作成をお願いします。

□①方位

□②道路

□③目標となる地物

□④敷地形状を実際の形状に合わせて明示

□⑤敷地の位置は塗りつぶすなど、容易に特定できるように明示

※敷地の位置を１枚で明示できない場合は、２枚（概略位置・詳細位置）で作成してください。

※近隣住宅の個人名は必須ではありません

建築計画概要書 第三面 付近見取図の記入例及び注意事項



【 配置図 記入事項チェックリスト 】 ※下記の点に注意して作成をお願いします。

□①方位

□②縮尺（記載寸法と合わせてください）

□③敷地境界線（隣地境界線、道路境界線のいずれについても明記）

※敷地境界線は角に○印を付けたり太くするなど、わかりやすく表記してください。

□④敷地内における建築物の位置（位置が特定できる離れ寸法等を明記）

□⑤申請に係る建築物と他の建築物との別（増築、改築等の場合はその部分）

□⑥建築物は屋根伏図で記載をお願いいたします。※建築物には間取りを記載しないでください。

□⑦土地の高低差

□⑧土地の高低差がある場合、既存擁壁、土留めのCB塀について設計者による安全性の見解の明記を

お願いいたします。

□⑨敷地と敷地の接する道の境界部分との高低差

□⑩申請に係る建築物の各部分の高さ

□⑪敷地の接する道路の位置、幅員（現況道路境界線、道路後退線）、種類（法○条○項○号道路）、道

路中心線の位置及び高さを明示

※位置指定道路の場合は確認できる番号を表記してください。

□⑫下水管、下水溝又はためますその他これらに類する施設の位置及び排出経路又は処理経路(雨水

含む）

□⑬門塀等がある場合は、種類、新設・既存の別、高さ等

※既存門塀等について設計者による安全性の見解の明記をお願いいたします。

□⑭用途地域等が2以上の区域にまたがる場合は、その境界線を明示

□⑮「土砂災害特別警戒区域」、「土砂災害警戒区域」、「急傾斜地崩壊危険区域」に敷地が入っている

場合は、その境界線を明示

□⑯既存建築物・擁壁が確認申請・完了検査・開発許可等を受けている場合は、処分歴を明記

※上記以外の建築物の部分詳細図や面積表等の情報は記載不要ですのでご注意ください。

建築計画概要書 第三面 配置図の記入例及び注意事項


